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県地域防災計画について

都道府県防災会議は、防災基本計
画に基づき、当該都道府県の地域に
係る都道府県地域防災計画を作成し、
及び毎年都道府県地域防災計画に検
討を加え、必要があると認めるとき
は、これを修正しなければならない。

（災害対策基本法第40条）
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県地域防災計画について

① 風水害対策編（369頁）

② 震災対策編（210頁）

③ 火山災害対策編（164頁）

④ 原子力災害対策編（19頁）

⑤ その他災害対策編（113頁）
（雪害/航空災害/道路災害/鉄道災害/危険
物等災害/大規模な火事災害/林野火災）



県地域防災計画について

長野県地域防災計画修正の経過

昭和38年3月22日作成

→ その後毎年検討を加え

修正を行なっている。

今回が52回目の修正となる。
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平成28年度修正について

１ 水害に強い地域づくり・警戒
避難体制の強化

２ 火山防災対策の強化

３ ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱとの連携・協働体制の
強化

４ 災害廃棄物対策の強化

５ 被災観光地の早期復興

平成28年度 主な修正について



［関係部局から

・水防法の改正

・長野県災害廃棄物処理計画

・被災観光地の復興

について説明］

平成28年度 主な修正について
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１ 水害に強い地域づくり・警戒
避難体制の強化

平成27年９月関東・東北豪雨の
教訓と水防法の改正を受け、警戒
避難体制の更なる強化を行う事項
を記載

平成28年度 主な修正について



１ 水害に強い地域づくり・警戒
避難体制の強化
(１) 被害軽減の契機となる分かりや

すい地域の水害リスクの開示
(２) 想定される最大規模の降雨によ

る氾濫を想定した浸水想定区域の
指定等の公表並びに市町村へ通知

(３) 業務継続計画の策定に係る重要
な要素の明確化

平成28年度 主な修正について
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２ 火山防災体制の強化

(１) 火山災害警戒地域の指定を受け、
該当地域（市町村）の記載と求め
られる役割を記載

(２) 長野県登山安全条例に基づく登
山者自身の安全確保（登山届等）
について記載

平成28年度 主な修正について



３ 熊本地震の教訓を受けたボラン
ティアとの連携・協働体制の強化

被災地でのボランティアの円滑
な活動を行い、社会福祉協議会、
ＮＰＯ、ＮＧＯとの連携・協働体
制を強化するため情報共有の場の
設置について記載

平成28年度 主な修正について
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４ 災害廃棄物対策の強化

廃棄物処理法の改正及び長野県
災害廃棄物処理計画の策定に基づ
き、大量の廃棄物の発生に対応す
る広域的な連携体制の強化等につ
いて記載

平成28年度 主な修正について



４ 災害廃棄物対策の強化

(１) 新たに策定した長野県災害廃棄
物処理計画(H28.11)の内容を反映

(２) 仮置き場の確保等災害廃棄物処
理計画に定めるべき事項を記載

(３) 災害廃棄物対策に関する広域的
な連携体制の確保、及び民間連携
の促進について記載

平成28年度 主な修正について
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５ 被災観光地の早期復興

被災した観光地の早期復興、風
評被害の防止のため、関係機関が
連携した観光地の誘客体制の整備
及び総合的な支援が行えるよう
「被災した観光地の復興」の項目
を計画に追加

平成28年度 主な修正について



６ その他

(１) 平成28年台風第10号災害の教訓
を受けた、避難情報の新たな名称
避難準備・高齢者等避難開始
避難指示（緊急）

(２) 平成29年４月からの長野県現地
機関の組織見直しを反映
地方事務所→地域振興局

平成28年度 主な修正について
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６ その他 (1)避難情報の新たな名称
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６ その他 (2)県現地機関の組織見直し


